
（平成２２年７月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 23 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 15 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 1629 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成３年７月から４年３月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 45年生 

        住    所  ：  

                  

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間  ：  平成３年４月から４年３月まで              

申立期間の国民年金保険料の納付はすべて私の母親が行い、私は関与して

いないが、母親から「兄の分と一緒に一括で納付した。」と聞いており、証

拠書類は無いが申立期間の保険料は間違いなく納付していたはずなので、申

立期間が未納であることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び申立人の兄は、平成３年４月から、国民年金法の改正により、

学生強制加入被保険者として資格を取得しており、申立人の国民年金手帳記

号番号は、申立期間当時の住所地であるＡ市から払い出されたことが確認で

きる。 

また、申立人及び申立人の兄は、「申立期間当時学生であったので、親が二

人分の国民年金保険料を一緒に納付したと聞いている。」と述べており、申立

人及びその兄の保険料を納付したとするその母親は、平成５年ごろにまとめ

て二人分の保険料を納付した記憶があると述べている。 

さらに、ⅰ）申立人の兄の平成３年７月から４年３月までの国民年金保険

料が５年７月２日に過年度納付されたこと、ⅱ）申立人の父親の預金口座か

ら、同日に二人分の保険料以上の金額が引き出されていることが確認できる

ことから、申立人の母親が申立人の兄の保険料のみを納付し、申立人の保険

料を納付しなかったものとは考え難い。 

しかしながら、申立期間のうち平成３年４月から同年６月までの期間につ

いては、申立人の兄も未納期間になっている上、申立人は、当該期間の国民

年金保険料の納付に関与しておらず、ほかに保険料を納付していたことをう



かがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成３年７月から４年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



北海道国民年金 事案 1630 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 60年１月から同年３月までの期間、62年

４月から同年12月までの期間及び平成元年４月から２年11月までの期間の国

民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 55年４月から 57年 12月まで 

           ② 昭和 58年４月から同年６月まで 

           ③ 昭和 59年４月から 60年３月まで 

           ④ 昭和 62年４月から同年 12月まで 

           ⑤ 平成元年４月から２年 11月まで 

私は、Ａ町で自営業を営んでいた昭和 35年 10月ごろに、妻と一緒に国民

年金に加入した。国民年金手帳は、36 年４月に同町役場で受け取り、現在

所持している。 

申立期間の国民年金保険料については、妻が、３か月ごとに自宅に集金に

来ていた年輩の女性集金人に、二人分を一緒に現金で納付していたはずであ

るのに私だけが未納となっている。妻が、私の分の国民年金保険料を納付し

ないで自分の分だけを納付したとは考えられないので、申立期間の保険料が

未納であることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人の国民年金への再加入手続が行われた時期は、ⅰ）申立人の国民年金

手帳に記載された変更後の住所が、昭和 61年 11月に実施された住居表示によ

るものであること、ⅱ）昭和 60年度の国民年金保険料が 62年２月に過年度納

付されていることから、61年 11月以降であると推認され、申立期間①、②及

び③については、国民年金の未加入期間であったと推認できる上、その時点で

は、当該期間は申立期間③の一部を除き時効により国民年金保険料を納付でき

ない期間である。 



しかしながら、申立期間③のうち、昭和 60 年１月から３月までの期間につ

いて、オンライン記録から、昭和 60年度の国民年金保険料を 62 年２月 26日

に過年度納付していることが確認できることから、その時点で納付が可能な当

該期間の保険料を納付したと考えるのが自然である。 

また、申立期間④については、オンライン記録により、当該期間の前後の期

間に国民年金保険料を過年度納付していることが確認でき、当時、未納保険料

の解消に努めていた状況がうかがわれることから、過年度納付が可能な申立期

間④の保険料を納付しなかったと考えることは不自然である。 

さらに、申立期間⑤について、ⅰ）申立人の国民年金の再加入後は申立期間

を除いて保険料の未納期間が無いこと、ⅱ）申立人は、平成２年 12 月から口

座振替により保険料の納付を始めたと推認できることから、申立期間⑤の国民

年金保険料を納付しなかったものとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 60 年１月から同年３月までの期間、62 年４月から同年 12 月までの期間及

び平成元年４月から２年 11 月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 



北海道厚生年金 事案 2325 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保

険者資格取得日に係る記録を昭和 46年６月 20日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年６月 20日から同年７月１日まで 

Ａ社に昭和 44 年４月１日に入社し、途中転勤で異動はあったが平成 21

年３月 31日に退職するまで継続して勤務していた。 

昭和 46年６月 20日付けでＡ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動になったが、

申立期間についての厚生年金保険の加入記録が無い。継続して勤務していた

ので、申立期間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された退職在籍証明、Ａ社本社が保管する人事カード、雇用

保険の被保険者記録及びＤ国民健康保険組合の加入記録により、申立人がＡ社

に継続して勤務し（昭和 46年６月 20日付けでＡ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 46 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は「確認できる関連資料等は無いが、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格の取得に係る届出に何らかの手続ミスがあったと考

える。」と回答していることから、事業主が昭和 46年７月１日を厚生年金保険



被保険者資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同

年６月の同保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係

る同保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2326 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保

険者資格喪失日に係る記録を昭和 49 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を８万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年３月 15日から同年４月１日まで 

Ａ社に昭和 45 年４月１日に入社し、途中転勤で異動はあったが平成 17

年３月 31日に退職するまで継続して勤務していた。 

昭和 49 年４月１日付けでＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動になったが、

申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無い。継続して勤務していた

ので、申立期間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る昭和 49年３月から同年６月までの給

与明細書、Ａ社本社が保管する人事カード、雇用保険の被保険者記録及びＤ国

民健康保険組合の加入記録により、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 49

年４月１日付けでＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細

書の報酬額から、８万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は「確認できる関連資料等は無いが、当社の手続ミスにより欠落期

間が発生している可能性が高いと考える。」と回答していることから、事業主

が昭和 49年３月 15日を厚生年金保険被保険者資格喪失日として届け、その結

果、社会保険事務所（当時）は申立人に係る同年３月の同保険料について納入



の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は申立期間に係る同保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



北海道厚生年金 事案 2327 

 

第１ 委員会の結論 

    事業主は、申立人が主張する平成８年７月１日に厚生年金保険被保険者の資

格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められ

ることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、26 万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年６月１日から同年７月１日まで 

Ａ県Ｂ局Ｃ部には、平成７年７月１日から８年７月 31 日まで産休・育休

のＤ職として勤務したが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

途中で辞めることなく継続して勤務しており、所持している給与明細書か

らも厚生年金保険料の控除が確認できるので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書（写し）、平成８年分給与所得の源泉徴収

票及びＡ県Ｅ局に係る辞令、並びにＡ県Ｂ局Ｃ部から提出された申立人に係る

履歴書及び個人票により、申立人が期限付任用のＤ職として同局Ｃ部に継続し

て勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、Ａ県Ｂ局Ｃ部は、期限付任用のＤ職として採用した者については、当

初は厚生年金保険に加入させ、勤務期間が１年を経過した時点でＦ共済組合に

加入させることとしており、同共済組合の組合員資格を取得させると同時に厚

生年金保険の被保険者資格を喪失させる取扱いを行っている。同局Ｃ部では、

期限付任用のＤ職を含め採用した者全員について個人票を作成し、個人ごとに

厚生年金保険の被保険者及びＦ共済組合の組合員に係る資格情報を一貫して

管理しているところ、申立期間当時作成された申立人に係る個人票によると、



申立人は、期限付任用のＤ職として、採用日（平成７年７月１日）から１年経

過後の平成８年７月１日に同共済組合の組合員資格を取得し、同日をもって同

保険の被保険者資格を喪失した旨が記録されていることから、同年６月１日に

同局Ｃ部において申立人が同保険の被保険者資格を喪失した旨の届出を事業

主が行ったとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、平成８年７月１日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成８年７月に係る給与明細書

（写し）により確認できる厚生年金保険料控除額から、26 万円とすることが

妥当である。 



北海道厚生年金 事案 2328 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所（現在は、Ｃ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格取得日に係る記録を昭和 17 年６月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を、17 年６月から 18 年４月までは 80 円、同年５月

から 19年３月までは 110円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 17年６月１日から 19年４月１日まで 

Ａ社Ｂ事業所には昭和 15年から勤務しており、その後、兄も採用された。

兄の厚生年金保険の被保険者資格取得日は昭和 17 年６月１日であるが、私

の同資格取得日は 19 年４月１日になっているので、申立期間について厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   ⅰ）申立人は、Ａ社Ｂ事業所で勤務することになった時期や経緯について具

体的に記憶していること、ⅱ）申立人が所持する手帳には、申立人が昭和 15

年から当該事業所に勤務していたことが記載されていること、ⅲ）申立人の兄

は、｢昭和 15年５月ごろから、弟は働いており、私はそれより約２年後に働き

始めた。｣と述べていることから判断すると、申立人は、申立人の兄が勤務を

開始した時点において、既に当該事業所に勤務していたことが認められる。 

また、オンライン記録及びＡ社Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿（以下｢被保険者名簿｣という。）によると、申立人より後の昭和 17 年

６月ごろから当該事業所に勤務した申立人の兄の当該事業所における厚生年

金保険被保険者資格取得日は、昭和 17年６月１日であることが確認できる上、

申立人が名前を挙げた 19 年４月以前から当該事業所に勤務していたとする同

僚５人のうち４人は、申立期間において同保険の被保険者としての記録が確認



できる。 

   さらに、申立人の現在確認できる当該事業所における厚生年金保険の被保険

者資格取得日である昭和 19 年４月１日の時点では、申立人は第３種被保険者

として資格を取得していることがオンライン記録及び被保険者名簿により確

認できるところ、申立人は、｢採用当初はＣ作業員として勤務していたが、翌

年からはＤ作業員に職種変更した。｣と述べており、申立人の兄は、｢私が勤務

を開始した時は、弟は既にＤ作業員であった。｣と述べている。 

これらを総合的に判断すると、申立期間は、申立人の厚生年金保険第３種被

保険者としての加入記録が存在する申立期間以降の期間と継続性、一体性があ

ったものと考えられることから、申立人が申立期間において、第３種被保険者

としての厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代の同僚の記録か

ら、17年６月から 18 年４月までは 80円、同年５月から 19年３月までは 110

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



北海道厚生年金 事案 2329 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②のうち昭和 49 年５月１日から同年７月１日までの期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ省Ｂ事業所における厚生年金保険被保険者資格取得日

に係る記録を同年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を５万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 48年６月８日から同年 10月１日まで 

             ② 昭和 49年４月１日から同年７月１日まで 

申立期間①は、昭和 48 年４月２日から 49 年１月４日までＡ省Ｃ事業所

に臨時補充員のＤ業務員として継続して勤務していたが、申立期間①につい

て厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間②は、昭和 49年４月１日から同年７月末までＡ省Ｂ事業所に勤

務し、Ｅ業務に従事していたが、申立期間②について厚生年金保険の加入記

録が確認できない。当該期間については、継続して勤務していたことが確認

できる当時の辞令を保管している。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

両申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立人が保管する昭和 49 年４月１日付け及び同

年５月１日付け人事異動通知書により、申立人が当該期間においてＡ省Ｂ事

業所に臨時補充員として継続して勤務していたことが認められる。 

また、厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）第 12条によれば、「次

の各号のいずれかに該当する者は、第９条及び第 10 条第１項の規定にかか

わらず、厚生年金保険の被保険者としない」と規定され、同条第２号では、



「臨時に使用される者であって次に掲げるもの」と規定されている上、同号

ロでは、「２か月以内の期間を定めて使用される者。ただし、所定の期間を

超え、引き続き使用されるに至った場合を除く」と規定されているところ、

前述の人事異動通知書によれば、申立人の職名は、いずれも「臨時補充員」

と記載されている上、任用期間については、それぞれ「昭和 49 年４月１日

から同年４月 30日まで」、「昭和 49年５月１日から同年６月 30日まで」と、

いずれも２か月以内の期間が定められていることが確認できるものの、この

一方で、申立人が、当初は昭和49年４月30日までであった任用期間を超え、

同年５月１日以降も引き続き使用されるに至ったことが確認できることを

踏まえると、同法の規定によれば、申立人は、本来、当初の任用期間を超え

るに至った同年５月１日から厚生年金保険の被保険者として取り扱われる

べきものであったと考えられる。 

また、申立人が申立期間②前後に当該事業所で臨時補充員として一緒に

勤務していたとする同僚二人のうち、生存及び所在が判明した者一人につい

ては、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険

者原票」という。）によると、昭和 45年 10月 23日に厚生年金保険の被保険

者資格を取得し、46 年 10 月１日に同資格を喪失した後、同年 10 月８日に

再度同資格を取得し、同年 12 月１日に同資格を喪失したことが確認できる

ところ、同人は、「私が記憶している勤務期間と厚生年金保険の加入記録は

一致しているが、当時の辞令等を保管していないことから、昭和 45 年 10

月 23日から 46年 10 月１日までの期間については、当初から１年間の任用

期間が定められていたものか、当初定められた任用期間が延長されて１年間

となったものかは分からず、同年 10月８日から同年 12月１日までの期間に

ついても、当初定められた任用期間であったかどうかは記憶していない。」

と供述している。 

さらに、当該事業所に係る被保険者原票により、申立期間②当時、当該

事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が

判明した者二人のうち、前述の同僚以外の一人については、同原票によると、

47年９月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、48年 10 月 10日に

同資格を喪失した後、同年 11月１日に再度同資格を取得し、49年４月１日

に同資格を喪失したことが確認できることから、申立期間②については申立

人の前任者であったと考えられるところ、同人も、「私が臨時補充員として

勤務していた期間と厚生年金保険の加入記録は一致しているが、当時の辞令

等を保管していないため、厚生年金保険に加入している期間が、当初定めら

れた任用期間であったものか、当初の任用期間が延長されたものかは記憶し

ていない。」と供述しており、これらの者については、当初定められた２か

月以内の任用期間を超えて引き続き勤務しながら、厚生年金保険の被保険者

資格を取得していない状況は確認できず、ほかに当該事業所において、臨時



補充員について、当初定められた２か月以内の任用期間を超えて引き続き使

用する場合において、同保険の被保険者資格を取得させない取扱いがあった

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、申立期間②のうち昭和 49 年５月１日から同年７月

１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間②のうち昭和 49年５月１日から同年７月１日までの期間

の標準報酬月額については、申立人のＡ省Ｂ事業所に係る同年７月の社会保

険事務所（当時）の記録から判断すると、５万 6,000円とすることが妥当で

ある。 

一方、申立期間②のうち昭和 49年４月１日から同年５月１日までの期間

については、上述のとおり、厚生年金保険法第 12 条の規定により、厚生年

金保険の被保険者となることができない期間であったことから、厚生年金保

険の被保険者であったと認めることはできない。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社

会保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間①については、Ｆ社Ｇ支店に照会したものの、当時の資料は廃棄

済みであることから、申立人のＡ省Ｃ事業所における勤務状況及び厚生年金

保険の加入状況については確認できなかった。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚一人につい

ては、申立人が姓しか記憶していないことから個人を特定することができな

いため、申立人の当該事業所における勤務状況について確認することはでき

ない。 

さらに、当該事業所に係る被保険者原票により、申立期間①当時、当該

事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が

判明した者７人に照会したところ、回答があった３人は、いずれも、「申立

人については記憶が無い。」と供述しており、申立人が申立期間①において

当該事業所に継続して勤務していたことを裏付ける供述は得られなかった。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によれば、申立人は当該事業所におい

て昭和 48 年４月３日に同保険の被保険者資格を取得し、同年６月８日に離

職した後、同年 10 月１日に再度被保険者資格を取得したことが確認できる

が、これは申立期間①前後の厚生年金保険の加入記録と合致しており、ほか



に申立人が申立期間①において当該事業所に継続して勤務していたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2330 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間①については、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪

失日は、昭和 51年３月 21日であると認められることから、申立期間に係る同

資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、昭和 50 年８月及び同年９月

は９万 8,000円、同年 10月から 51年２月までは 12万 6,000円とすることが

妥当である。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたものと認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険被

保険者資格取得日に係る記録を同年３月 21 日、同資格喪失日に係る記録を同

年４月１日とし、申立期間②の標準報酬月額を９万 8,000円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年８月 31日から 51年３月 21日まで 

         ② 昭和 51年３月 21日から同年４月１日まで 

昭和 49年４月にＡ社に入社し、昭和 51年３月に社名がＢ社に変わった後

も同年６月まで継続して勤務したが、両申立期間について厚生年金保険の加

入記録が確認できない。 

両申立期間に係る給与支払明細書を保管しており、厚生年金保険料が給与

から控除されていたことが確認できるので、両申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①については、オンライン記録によると、申立人は昭和 50 年８

月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失しているが、雇用保険の被保険

者記録により、申立人が 51年３月 20日までＡ社に継続して勤務していたこ



とが認められる。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 51年４月 21日に厚生年金保

険の適用事業所に該当しなくなった旨の処理が行われているが、同社の健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）

によると、同日以降の同年５月 13 日に、申立人を含む複数の者について、

50年 10月の定時決定が取り消されるとともに、厚生年金保険被保険者の資

格喪失日が 51年３月 21日から 50年８月 31日にさかのぼって訂正されたこ

とが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 50年８月 31日に厚

生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、

当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の

同資格喪失日は 51年３月 21日であると認められる。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係る被保険者名簿

の記録から、昭和 50 年８月及び同年９月は９万 8,000 円、同年 10 月から

51年２月までは 12万 6,000円とすることが妥当である。 

２ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録及び申立人が保管する昭

和 51 年３月分の給与明細書により、申立人がＢ社に継続して勤務し、申立

期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人が保管する昭和 51

年３月の給与支払明細書に記載された厚生年金保険料控除額から、９万

8,000円とすることが妥当である。 

一方、事業所名簿によれば、Ｂ社は、申立期間②において厚生年金保険の

適用事業所としての記録が無い。しかし、法人登記簿謄本の記録によれば、

申立期間②において同社は法人事業所であり、５人以上の従業員が常時勤務

していたことが確認されたことから、当時の厚生年金保険法に定める適用事

業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、事業主は、申立期間②において厚生年金

保険の適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務所（当時）に適

用の届出を行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間②に

係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。  



北海道厚生年金 事案 2331 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ出張所における厚生年金保険被保険者資格

喪失日は昭和 19 年４月１日であると認められることから、同資格喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、40 円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 19年２月１日から同年４月１日まで 

           ② 昭和 19年４月１日から同年 10月１日まで 

昭和 18 年３月にＡ社Ｄ支店Ｃ営業所に入社しＥ業務に従事していた。戦

時統制令によるＥ販売の統制に伴って設立されたＦ社にＥ業界各社の流通

部門の従業員が移籍することとなり、19 年４月に、Ａ社Ｄ支店Ｃ営業所の

同僚３人と共に同社に移籍したが、Ａ社に係る申立期間①及びＦ社に係る申

立期間②について厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、両

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ｂ社に照会したところ、「当社が保管する当時の人事記録によれば、申立

人のＡ社Ｃ出張所における勤務期間は昭和 18年４月 24日から 19年３月 31

日まで（「会社都合、Ｆ社融通」の記載あり。）であり、Ｆ社Ｄ支店Ｃ支部に

おける勤務期間は昭和 19 年４月１日から 22 年５月 31 日までであることが

確認できる。」と回答していることから判断すると、申立人は、申立期間①

においてはＡ社Ｃ出張所に、申立期間②においてはＦ社Ｄ支店Ｃ支部にそれ

ぞれ勤務していたことが認められる。 

２ 申立期間①については、申立人がＡ社からＦ社に一緒に移籍したとする同

僚３人のうち１人については、オンライン記録によると、申立期間①におい

てＡ社Ｃ出張所で継続して厚生年金保険の被保険者であったことが確認で



きる。 

また、厚生年金保険被保険者記号番号索引簿により、昭和 17年１月１日

にＡ社Ｃ出張所において厚生年金保険の被保険者資格を取得し、その後の

19 年６月１日にＦ社Ｃ出張員事務所において同保険の被保険者資格を取得

したことが確認できる者一人についても、オンライン記録によると、申立期

間①においてＡ社Ｃ出張所で継続して厚生年金保険の被保険者であったこ

とが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間①において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 

一方、Ａ社Ｃ出張所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以

下「被保険者名簿」という。）は現存しないが、「昭和 20 年＊月Ｇ県庁火災

による書類焼失について」（Ｇ県社会保険事務局（当時）作成）によれば、

昭和 20 年＊月に発生したＧ県庁の火災により多くの被保険者名簿、厚生年

金保険被保険者台帳（以下「被保険者台帳」という。）、20 年６月から同年

10月までの被保険者資格取得届出書等が焼失したとされるところ、申立人、

及び上述の同僚３人に係る被保険者台帳の備考欄においては、いずれも、「全

期間に対応する名簿、20.11.２焼失」及び｢一部照合済台帳、32.（被保険者

によって異なる月日を記載）認定」の押印が確認できることを踏まえると、

当該事業所に係る被保険者名簿及び被保険者台帳は、当該火災により焼失し

たものと考えるのが妥当である。また、上述の同僚３人のうち２人について

は、現存する被保険者台帳において当該事業所における厚生年金保険被保険

者資格喪失日がいずれも記載されていない上、オンライン記録で確認できる

その後のＦ社Ｃ出張員事務所における被保険者記録も欠落しているほか、上

述の厚生年金保険被保険者一人については、両事業所に係る被保険者台帳そ

のものが現存しないなど、保険者により記録の完全な復元が行われたものと

は言い難い。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の記録が無いこ

との原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険者名簿への記入

漏れ、被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険者名簿の大規

模な焼失等から半世紀以上を経た今日において、保険者も被保険者名簿の完

全な復元をなし得ない状況の下で、申立人及び事業主にその原因がいずれに

あるのかの特定を行わせることは不可能を強いるものであり、同人らにこれ

による不利益を負担させるのは相当でないと言うべきである。 

以上を踏まえて本件をみると、申立人が申立期間中に継続勤務した事実

及び事業主による厚生年金保険料の控除の事実が推認できること、申立てに

係る厚生年金保険の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性

が相当高いと認められる一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらな



いこと等の諸事情を総合して考慮すると、事業主は、申立人が昭和 19 年４

月１日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務

所（当時は保険出張所）に対し行ったと認めるのが妥当であると判断する。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ出張所に

係る昭和 19年１月の社会保険事務所の記録から判断すると、40円とするこ

とが妥当である。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災･火災等の大規模な事故により、被

保険者名簿が焼失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に相当の欠

落が見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、以上の事情を

考慮の上、当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にあることが特定でき

ない案件に関して、実情にあった適切な取扱基準を定め、これに対処すべき

であるが、現時点ではこれが十分になされているとは言えない。 

３ 申立期間②については、Ｆ社Ｃ出張員事務所の被保険者名簿によると、同

社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和19年10月１日であること

が確認でき、申立期間②において同保険の適用事業所に該当していた形跡が

無い上、当時の事業主も不明であることから、同社に係る同保険の適用状況

について確認することはできない。 

また、厚生年金保険被保険者記号番号索引簿により、当該事業所におい

て申立人より先に厚生年金保険被保険者資格を取得したことが確認できる

者 54人のうち、厚生年金保険被保険者台帳索引票が確認できる 46人の同保

険被保険者資格取得日は、いずれも昭和 19 年６月１日であることが確認で

きる。 

一方、労働者年金保険法（昭和 16年法律第 60号）において、「物の販売

又は配給の事業」が厚生年金保険の強制適用事業所となるべき業種に追加さ

れ、同保険の被保険者とすべき者の範囲が肉体労働者以外の一般従業員及び

女子にまで拡大されたのは昭和 19 年６月１日であり、同法に基づき同保険

料の徴収が開始されたのは同年 10月１日であるところ、申立人は、「Ｃ港に

おいてＩ作業等に係るＪ業務に従事していた。」と供述しているほか、申立

人が当時一緒に勤務していたとする同僚５人のうち、生存及び所在が確認さ

れた者一人も、「昭和 19年３月ごろ入社し、申立人と同様にＩ作業等の業務

に従事していたが、実際の作業は下請会社が行っており、私達が肉体労働に

従事することは無かった。」と供述している。 

さらに、オンライン記録により、当該事業所において昭和 19年６月１日

又は同年 10 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確認で

き、生存及び所在が確認された者８人に照会したところ、回答があった６人

のうち入社時期に係る供述が得られた５人は、いずれも両日以前から当該事

業所に勤務していたと供述している一方で、このうち二人は「Ｆ社は、Ｉ作

業等に係るＬ業務を行っており、実際のＩ作業は下請会社が行っていた。」



と供述しており、他の一人は「Ｉ作業に従事していたが、直接の労働者では

なかった。」と供述しているほか、別の二人はいずれも女性であるとともに、

それぞれ「私はＪ業務員であった。」と供述している上、これらの者から同

保険の被保険者資格を取得する前の期間において給与から厚生年金保険料

が控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかったことを踏まえ

ると、当該事業所は、申立期間②において厚生年金保険の強制適用事業所に

は該当していなかったと考えるのが妥当である。 

加えて、申立期間②に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2332 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ市役所における厚生年金保険被保

険者資格取得日に係る記録を昭和 59年 11月１日に訂正し、申立期間③の標準

報酬月額を 14万 2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立期間③に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年７月１日から 56年１月 23日まで 

② 昭和 59年１月４日から同年２月１日まで 

             ③ 昭和 59年 11月１日から 60年１月１日まで 

申立期間①は、Ｂ社で臨時職員として勤務した。 

申立期間②は、Ｃ県Ｄ部Ｄ課で非常勤職員として勤務した。 

申立期間③は、Ａ市役所でＡ市Ｅ施設勤務の非常勤職員として勤務した。 

これらの事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したとこ

ろ、各申立期間の加入記録が無かった。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③について、Ａ市役所が保管する「非常勤職員、臨時的任用職員

発令名簿」の記録により、申立人が昭和 59 年 11 月１日にＡ市役所に臨時

職員として採用となり、申立期間③に継続して勤務していたことが認めら

れる。 

    また、申立人が所持する当該事業所作成の「昭和 59 年分給与所得の源泉

徴収票」（以下「源泉徴収票」という。）に記載されている給与の支払金額

は、当該事業所が保管する申立人の厚生年金保険被保険者資格取得時（昭

和 60年１月１日）の「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および

標準報酬決定通知書」に記載されている報酬月額の２か月分（申立期間③



の月数）の金額と一致する。 

    さらに、源泉徴収票に記載されている給与からの社会保険料控除額は、上

記決定通知書に記載されている報酬月額から算出される雇用保険料と、標

準報酬月額から算出される厚生年金保険料及び健康保険料の合計額の２か

月分の金額と一致する。 

    加えて、申立人が名前を挙げた同職種の同僚二人からは、いずれも「私は、

Ａ市役所に臨時職員として採用されると同時に厚生年金保険に加入した。」

との回答があった上、オンライン記録によると、これら同僚は申立期間③

において厚生年金保険の被保険者としての記録が確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間③に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

    また、申立期間③の標準報酬月額については、当該事業所に係る源泉徴収

票に記載されている社会保険料控除額及び昭和 60年１月の社会保険事務所

（当時）の記録から、14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、事業主が保管する「健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」から、事業主が申立人

に係る厚生年金保険被保険者資格取得日を昭和 60 年１月１日として届け出

たことが確認できることから、社会保険事務所は、申立人に係る 59 年 11

月及び同年 12 月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

  ２ 申立期間①について、事業主が保管する申立人に係る「昭和 55 年分給与

台帳」（以下「給与台帳」という。）及び申立人が所持する辞令から判断す

ると、申立人が申立期間①にＢ社で臨時職員として勤務していたことは認

められる。 

    しかしながら、給与台帳によると、申立人は申立期間①において給与から

厚生年金保険料を控除されていない上、同給与台帳の摘要欄には「社会・

労働保険加入無し」と記載されている。 

    また、事業主からは、「Ｂ社はＣ県の関連団体であるため、臨時職員の社

会保険の適用については、Ｃ県の取扱要綱を準用しており、雇用期間が２

か月以内の場合は労働者災害補償保険のみ加入させていた。申立人は、当

初２か月以内の雇用期間を予定し、厚生年金保険の加入対象外であった。」

との回答があった。 

    さらに、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は当該事業所に係る雇

用保険の被保険者記録が無く、これは前述の給与台帳摘要欄の記載「社会・

労働保険加入無し」と符合する。 

    加えて、申立人が名前を挙げた同期採用の唯一の同僚は、オンライン記録



によると、申立期間①において厚生年金保険の加入記録が確認できるが、

この同僚は正職員として採用されており、非常勤職員として採用となった

申立人とは雇用形態が異なる上、この同僚は、「申立人とは半年ぐらい一

緒に勤務したことは覚えているが、臨時職員の厚生年金保険の適用につい

ては分からない。」と回答している。 

    さらに、健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間①において申

立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は無く、整理番号に欠

番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ３ 申立期間②について、申立人が所持する辞令から判断すると、申立人が申

立期間②にＣ県Ｄ部Ｄ課で非常勤職員として勤務していたことは認められ

る。 

    しかしながら、当該事業所は、「当時の関係資料が無いため、申立人の勤

務実態は不明である。」と回答していることから、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険の適用について確認できない。 

    また、厚生年金保険法第 12条第２号ロの規定により、「２月以内の期間を

定めて使用される者は、厚生年金保険の被保険者としない。」とされている

ところ、申立人が所持する辞令によると、申立人の職名は「第３種臨時職

員」となっており、Ｃ県の取扱要綱によれば、「第３種臨時職員の任用期

間は１月以内とし、厚生年金保険の適用は法令の定めるところによる。」

とされていることから、事業主は申立人について、厚生年金保険法第 12条

第２号ロの規定により、厚生年金保険に加入させていなかったと考えられ

る。 

    さらに、申立人は、申立期間②の当該事業所に係る給与明細書を所持して

いると主張しているが、給与明細書には、事業所名、部署及び年月等が記載

されていない上、給与明細書に記載されている厚生年金保険料の控除額は、

申立期間②当時の保険料率から算出される保険料控除額と一致しない。 

加えて、申立人は、当該事業所で一緒に勤務していた同僚の名前を記憶

していないため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用について供述

を得ることができない。 

その上、健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間②において

申立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は無く、整理番号に

欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

  このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2333 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所における厚生

年金保険被保険者資格取得日に係る記録を昭和 48年７月 29日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を 10万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履 

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

住    所  ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年７月 29日から同年８月１日まで 

昭和 36年 11月１日にＡ社に入社し、平成 16年 12月 31日に退職するま

で同社に継続して勤務した。 

申立期間は、Ａ社Ｄ営業所から同社Ｃ営業所に転勤した時期であるが、厚

生年金保険の加入状況について確認したところ、加入記録が無かった。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及びＢ社本社が保管する申立人に係る「社員台帳」

の記録から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（Ａ社Ｄ営業所から同

社Ｃ営業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

   なお、異動日は、Ａ社本社Ｅ部長名の人事発令通達によると昭和 48 年７月

１日になっているが、ⅰ）申立人は同年７月中に同社Ｃ営業所に行き、勤務し

ながら借家を探していたとしていること、ⅱ）オンライン記録の同社Ｄ営業所

の厚生年金保険被保険者資格喪失日が同年７月 29 日となっていることから、

同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｃ営業所にお

ける昭和 48年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、10万 4,000円とす

ることが妥当である。 



なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



北海道国民年金 事案 1631 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年８月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年８月から 51年３月まで 

私は、昭和 48 年７月ごろ、Ａ事業所を退職し、続いて勤務したＢ事業所

は厚生年金保険の適用事業所でなかったため、私がＣ市Ｄ区役所で国民年金

の加入手続をしたはずである。保険料については、申立期間当時勤務してい

たＢ事業所で、Ｅ職とＢ事業所利用者とが折半して国民健康保険料及び国民

年金保険料を納付してくれていたと記憶している。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が申立期間当時勤務していたＢ事業所において、Ｅ職とＢ

事業所利用者とが折半して国民年金保険料及び国民健康保険料を納付してい

たと申し立てているが、当該事業所によると、国民健康保険料については、事

業所側が補助していたが、国民年金保険料については、個人負担で職員各自が

加入して保険料を納めていたとしていることから、申立人の主張は不自然であ

る。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号払出簿から、昭和

53年 12月ごろに払い出されたことが推定できることから、申立期間の国民年

金保険料を納付するには第３回特例納付（昭和 53年７月から 55年６月まで実

施）で納付することになるが、申立人はさかのぼって保険料を納付した記憶が

無い。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに、申立期間の保険料が納付

されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは



できない。 



北海道国民年金 事案 1632 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年２月から 54年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年２月から 54年３月まで 

私は、中学校卒業後、すぐに私の叔父と叔母が経営している会社に就職し、

私の二人の兄と共に住み込みで働いていた。 

私が定時制高等学校に通っていた 21歳か 22歳ごろ、私の同級生と年金の

話をした際、私は国民年金に加入していたのに、その同級生が加入する気は

無いと言ったことに驚いた記憶がある。 

結婚して叔母の所を出た後も 30歳で独立する昭和 54年ごろまでは、私の

金銭面のことはすべて叔母に任せていたので、私の国民年金についても叔母

が保険料を納付してくれていたはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金被保険者台帳管理簿から、申立

期間後の昭和 57 年２月ごろに払い出されたことが推定できるほか、申立人に

別の同手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当たらないことから、申立期

間当時は、国民年金の未加入期間であったものと推認でき、保険料を納付する

ことができない期間であったものと考えられる。 

   また、申立期間当時、叔母の家で申立人と一緒に同居していた申立人の二人

の兄についても、申立期間の大半は国民年金保険料が未納となっており、叔母

が申立人の同保険料のみを納付していたとするのは不自然である。 

   さらに、申立人自身は、申立期間に係る国民年金の加入手続等に直接関与し

ておらず、申立人の叔父及び叔母から当時の状況等を聴取することができない

ことから、申立人の申立期間の国民年金保険料の納付状況は不明である。 

   加えて、申立人は、申立期間に係る国民年金手帳等についての記憶がない上、



申立期間当時同居していた申立人の二人の兄、及び申立期間当時に国民年金の

ことについて、話をしたとする申立人の同級生に当時の状況を確認したが、申

立期間の国民年金保険料を納付したことを示す事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1633 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 55 年 11 月から 56 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 55年 11月から 56年６月まで 

    最初に勤めた会社で担当したのが人事であったことから、その時の資格取

得届も自分で書類を作成し提出した。その後、結婚してからも、氏名変更届、

住所変更届及び厚生年金保険から国民年金への切替手続等を一切自分で行

ってきており、申立期間に係る国民年金については、当時勤務していた社会

保険労務士事務所を退職した直後の昭和55年11月ごろＡ市役所の窓口で私

自身が加入手続を行った。 

    申立期間の国民年金保険料については、私自身がＡ市役所の窓口で納付書

に現金を添えて毎月納付していた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る国民年金の再加入手続について、「当時勤務して

いた社会保険労務士事務所を退職した直後の昭和 55年 11月ごろ、Ａ市役所の

窓口で私自身が加入手続を行った。」と述べているが、申立人が所持している

国民年金手帳、特殊台帳（マイクロフィルム）、オンライン記録及びＡ市の国

民年金被保険者台帳の資格取得年月日より、いずれも「昭和 56年７月１日（任

意）」と記載されていることが確認できることから、申立人が再加入手続を行

った時期は 56 年７月ごろと推認でき、申立人の述べていることと一致しない

上、申立期間において、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらない。 

   また、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料について、「私自身がＡ市

役所の窓口で納付書に現金を添えて毎月納付していた。」と述べているが、申

立人が国民年金の再加入手続を行ったと推認できる時点においては、申立人の



夫は厚生年金保険加入者であり、申立人は、国民年金の任意加入対象者であっ

たことから、申立期間は未加入期間であり、制度上、未加入期間の場合には 遡
さかのぼ

って保険料を納付できない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに申立期間の国民年金保険料が納付

されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1634 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 61年５月から 62年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 61年５月から 62年３月まで 

    私は、Ａ社に勤務した昭和 61 年５月から、同社が社会保険の適用事業所

となる 62 年３月までの期間、同社等からの指導の下、国民年金保険料を納

付していた。 

    Ｂ市Ｃ区役所で国民年金の再加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料

は、毎月、銀行の窓口で納付していたことを記憶しているので、当該期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 61年５月から勤務した事業所が 62年３月まで社会保険が

適用されていないことから、国民年金保険料の納付について、当該事業所や委

託先の社会保険労務士から指導された。その後すぐにＢ市Ｃ区役所で国民年金

の再加入手続を行い、保険料を毎月銀行で納付していた。」としているが、当

時の事業主及び委託を受けていたとする社会保険労務士事務所の担当者は、そ

の指導について「覚えていない。」と述べている。 

   また、当時、当該事業所に勤務していたとされる従業員２名のうち１名は申

立期間の国民年金保険料を納付しているが、残りの１名は、国民年金に加入は

しているものの昭和61年９月から62年３月までの保険料が未納となっており、

両名とも当該事業所等から指導されて国民年金保険料を納付していたかにつ

いて「覚えていない。」としている。 

さらに、当該事業所の事業主自身も申立期間中、国民年金に未加入であるこ

とから当該事業所等が国民年金への加入を指導していたことについての確認

ができない。 

   加えて、オンライン記録により、申立期間が平成 12 年４月に記録追加され



るまで国民年金の未加入期間とされていたことが確認できるほか、申立期間中、

申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も無く、ほか

に申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1635 

 

第１  委員会の結論 

申立人の平成元年 10月から３年 11月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

   住    所 ：  

             

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 10月から３年 11月まで 

  私の母親は、平成３年４月から学生が国民年金の強制加入被保険者になる

とのことから、Ａ市Ｂ区役所で、当時大学生であった私の国民年金の加入手

続をしてくれた。この後、母親は、同区役所から国民年金保険料は過去にさ

かのぼって納付できることを聞き、私の現年度保険料に過年度保険料を併せ

て、毎月、定期的に銀行で納付していたはずなので、申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳以上の学生が平成３年４月から国民年金の第１号被保険者

として適用されることになったことから、申立人の母親が、当時、大学生であ

った申立人の国民年金の加入手続をＡ市Ｂ区役所で行ってくれたと述べてい

るが、申立人が唯一所持する年金手帳の国民年金の記録において、「被保険者

となった日」欄には、申立人の国民年金被保険者資格取得日である平成元年＊

月＊日の日付が記載されているとともに、同日付の下部に「5.10.19」の押印

があり、Ａ市では、この押印について、加入手続又は資格取得日を年金手帳に

押印した日と説明している上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

が見当たらないことから、申立人の加入手続は５年 10 月ごろに行われたもの

であり、この時点で被保険者資格取得日を 20 歳到達時の元年＊月にさかのぼ

って取得したものと推認できる。 

また、申立人は、申立人の母親が申立人の国民年金の加入手続を行った平成

３年４月以降、申立人の国民年金保険料については、母親が現年度保険料に過

年度保険料を併せて定期的に銀行で納付してくれていたと述べているが、申立



人の母親は、過年度保険料については、一括納付することが難しく分割納付し

た記憶があるとしているだけで、申立期間当時の保険料の納付方法に係る記憶

が曖昧
あいまい

であり、当時の納付状況が不明である。 

さらに、オンライン記録により、申立人の平成５年４月から同年９月までの

国民年金保険料が同年 12 月に一括納付されていることが確認できるが、申立

人の母親は一括納付した記憶がなく、申立期間直後の３年 12 月から５年３月

までの保険料については、申立人とその母親の供述どおり、６年１月から７年

４月にかけて、毎月、定期的に現年度保険料と過年度保険料が併せて納付され

ていることが確認できることから、申立人の母親は６年１月から過年度保険料

を分割して毎月納付するようになったものと推認でき、この時点で申立期間の

保険料については、時効により納付できなかったものと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年４月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 52年３月まで 

私は、昭和 51 年４月に銀行を退職した後、すぐにＡ市役所で厚生年金保

険から国民年金への切替手続をし、国民年金保険料を定期的に納付していた

ので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人は、銀行を退職した昭和 51 年４月ごろにＡ市役所で厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記号

番号は、申立人の前後の手帳記号番号を持つ任意加入者の資格取得状況から、

53 年１月ごろに払い出されたものと推認できる上、申立人は、払出時点で発

行された三制度共通の年金手帳を唯一所持しているだけで、この手帳交付以前

には国民年金に加入したことは無いと述べており、別の年金手帳記号番号が払

い出された形跡も見当たらないことから、申立人は、この時点で厚生年金保険

被保険者資格を喪失した 51 年４月にさかのぼって国民年金被保険者資格を取

得したものと推認できる。 

   また、申立人が厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った時点では、

申立期間の国民年金保険料を過年度納付することが可能であるが、申立人は、

毎月、定期的にＡ市役所か銀行で保険料を納付したと述べるだけで、これまで

に過去にさかのぼって保険料を納付した記憶は無いとしていることから、申立

人は、昭和 53 年１月ごろに国民年金の加入手続を行った後、市役所から交付

された納付書により 52 年４月以降の現年度保険料だけを納付し、これ以前の

過年度保険料については、納付手続を行わなかったものと考えられる。 

さらに、申立期間の国民年金保険料が納付されたことを示す関連資料（家計

簿、領収書等）が無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺



事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1637 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 19年 12 月から 20年３月までの国民年金保険料については、

学生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 62年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月から 20年３月まで 

私の母親は、平成 20 年３月か同年４月ごろにＡ社会保険事務所（当時）

から郵送された書類で私の学生納付特例の申請手続をしてくれたはずなの

で、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人の母親は、平成 20 年３月か同年４月ごろにＡ社会保険事務所から郵

送された国民年金保険料学生納付特例申請書に必要事項を記載の上、学生証の

写しを添えて社会保険事務所（当時）に返信用封筒で郵送して手続したと述べ

ているところ、Ａ年金事務所は、20 歳到達者を対象として誕生月に国民年金

被保険者資格取得届出書と併せて学生納付特例申請書等の書類を郵送してい

ると説明しているが、学生納付特例申請書のあて先は社会保険事務所長となっ

ているものの、申請先は市町村長である上、社会保険事務所では、関係書類の

郵送時に返信用封筒も同封していないことから、申立人の母親の供述とは一致

しない。 

また、申立期間の国民年金保険料については、オンライン記録の納付書発行

事蹟
せき

により、平成 19年 12月 17日に最初の納付書が発行された後、20年８月

12 日及び 21 年６月 10 日にも納付書が発行されていることが確認できる上、

同納付督励事蹟により、20年４月 24日に日本年金機構の委託業者が申立人と

直接電話し、その父親が学生納付特例を申請中であるとして保険料の納付を保

留したことが確認でき、これ以降、申立期間の翌年度（平成 20 年度）の学生

納付特例申請（平成 21年２月９日）及び同承認（同年３月 16日）が行われた

時期を含めて 21 年８月までの期間に電話及び戸別訪問による納付督励が繰り

返し行われていることも確認できるが、申立人及びその母親は、何回か納付書



を受け取った記憶はあるものの、事務手続に時間を要しているとの認識だけだ

ったとし、申立期間に係る学生納付特例の承認通知書を受け取った記憶がない

など、申立人の母親が申立人の学生納付特例申請を行ったものとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を学生納付特例により納付猶予

されていたことを示す関連資料（申請書の本人控等）が無く、ほかに当該期間

の保険料が納付猶予されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を学生納付特例により納付猶予され

ていたものと認めることはできない。 



北海道国民年金 事案 1638 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年９月から平成２年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年９月から平成２年５月まで 

    私は、申立期間当時、市町村長への転出届及び転入届を行わないまま県外

の大学に在学していたが、この間に実家の母親が、国民年金は 20 歳から加

入できることを知り、すぐにＡ町役場で私の国民年金の加入手続を行い、20

歳からの国民年金保険料をさかのぼって数か月分まとめて納付してくれた

後、就職するまでの期間の私の保険料を定期的に納付していたと母親から聞

いている。 

また、年金手帳は２冊所持していたが、再就職した会社で厚生年金保険被

保険者資格を取得する時に会社に年金手帳を提出した記憶があり、この時に 

国民年金手帳記号番号が統合処理されたと思うので、申立期間が国民年金の

未加入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付は、

申立人の母親が行ってくれたとしているが、その母親は既に死亡している上、

申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料納付に関与していないことから、

当時の状況は不明である。 

また、申立人は、転出届及び転入届を行わないまま実家があるＡ町から県外

の大学に在学しており、この在学中に申立人の母親が申立期間に係る国民年金

の加入手続を同町で行い、国民年金保険料を 20 歳までさかのぼって納付して

くれたと述べているところ、同町の調査により、申立人は、申立期間を含む昭

和 62年７月 19日から平成２年３月 29日までは同町に住民票があったことが

確認できるが、当時、20 歳以上の大学生は、国民年金の任意加入被保険者と

されており、申立人が大学在学中の昭和 62 年９月から平成２年３月までの期



間については、申立人は任意加入被保険者として制度上、加入手続を行った時

からさかのぼって国民年金の被保険者にはなり得ず、国民年金保険料をさかの

ぼって納付することができないことから、申立内容は不自然である。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の前後の手帳記号番号を

持つ第３号被保険者の資格取得届出状況から、平成４年８月ごろに払い出され

たものと推認できる上、オンライン記録により、申立人が 11 年６月に再就職

した時に行われた基礎年金番号への統合処理は、国民年金手帳記号番号ではな

く、２年６月に被保険者資格を取得した時の厚生年金保険記号番号が基礎年金

番号に統合されたものであることが確認できるとともに、当該手帳記号番号の

記号は、申立人が４年４月に転居した先の住所地を管轄するＢ社会保険事務所

（当時）が払い出したものであり、申立人が現在所持する三制度共通年金手帳

についても、同手帳の「住所」欄の記録により、同年同月以降に交付されたも

のであることが確認でき、別の年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当た

らないことから、申立期間については、国民年金の未加入期間であったものと

推認でき、未加入期間は国民年金保険料を納付することができない期間である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



北海道厚生年金 事案 2334（事案 935の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月１日から 52年８月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、入社日である昭和 51年４月１日から 52

年８月１日までの期間について厚生年金保険の加入記録が確認できないた

め、第三者委員会に申し立てたところ、認められないとの通知をもらった。 

 しかし、私は、Ａ社の社長が会社の規模は小さいが、厚生年金保険に加入

している旨自慢していたので同社に入社した。同社において見習い期間等に

より厚生年金保険に加入させない取扱いを行っていたのであれば、私は、確

実に国民年金に加入するようにしていたはずであり、また、その取扱いにつ

いて疑問を持ち社長に何らかの打診をしていたはずである。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人と一緒に勤務していた同僚の供述

から、勤務の始期は特定できないものの、申立人が申立期間中から継続して

Ａ社に勤務していたことは推認できるが、ⅰ）社会保険事務所（当時）の記

録によると、同社は昭和 58 年７月 28 日に厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなっており、事業主も既に死亡しているため、申立人に係る厚生年金

保険料控除の事実について確認することができないこと、ⅱ）申立人と一緒

に勤務していたとする同僚は、入社後３か月から半年経過後に厚生年金保険

に加入した旨の供述をしているところ、社会保険事務所の記録によると、自

身が記憶する入社日から約３か月後に厚生年金保険被保険者資格を取得して

いることが確認できること、社会保険事務所の記録により、申立人と同日の

52 年８月１日に同社において厚生年金保険被保険者の資格を取得している者

について、「申立人は、私より先に入社していた。」としていること、及び申



立人が同社で一緒に勤務していたとして名前を挙げた者の中にも、社会保険

事務所の記録によると、厚生年金保険の加入記録が確認できない者が存在す

ることを踏まえると、事業主が何らかの基準により従業員ごとに判断し、厚

生年金保険の加入手続を行っていたものと考えられること、ⅲ）雇用保険の

被保険者記録においても、資格取得日は 52年８月１日となっており、厚生年

金保険の被保険者資格取得日と合致していること等を理由として、既に当委

員会の決定に基づき平成 21 年５月 29 日付けで年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

申立人は、新たな資料を提出することなく、「私は、Ａ社の社長が会社の規

模は小さいが厚生年金保険に加入している旨自慢していたので同社に入社し

た。同社において、見習い期間等により厚生年金保険に加入させない取扱いを

行っていたのであれば、私は、確実に国民年金に加入するようにしていたはず

であり、また、その取扱いについて疑問を持ち社長に何らかの打診をしていた

はずである。」と主張しているものの、申立人が名前を挙げた同僚のうちの一

人について新たに所在が判明したことから、同人に照会したところ、「申立人

を知っているが、勤務の時期までは分からない。厚生年金保険の適用状況につ

いても分からない。」と述べており、申立人の申立てを裏付ける供述を得るこ

とができなかった。これは当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは

認められない。 

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2335 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月から 33年 10月６日まで 

昭和 32 年４月にＡ社Ｂ事業所に入所し、その後、同社Ｃ事業所の所属と

なり 39年５月までＤ作業及びＥ業務を担当していた。 

厚生年金保険の加入記録については、昭和 33年 10月６日にＦ会において

資格取得した記録となっているので、訂正してほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社Ｂ事業所（以下「Ｂ事業所」という。）に関する詳細な供述及

び同僚の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人がＢ事業

所及び同社Ｃ事業所（以下「Ｃ事業所」という。）に勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、申立期間当時の両事業所の事業主は既に死亡していることか

ら、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用状況について確認することがで

きない。 

また、申立期間当時、Ａ社事業所の事業主及び従業員の社会保険事務手続を

代行していたＦ会に照会したところ、「当会では、当時、Ａ社事業所からの依

頼を受けて、事業主及び従業員に係る社会保険事務手続を代行するとともに、

Ｆ会を適用事業所として社会保険に加入させていたが、当会が保管する昭和

37 年５月ごろに作成したと考えられる『厚生年金加入一覧表』によると、申

立人は33年10月６日にＣ事業所において厚生年金保険被保険者資格を取得し

た記録となっている。当時は、従業員を同保険に加入させるかどうかは事業所

に任されており、従業員が同保険に全く加入していない事業所もあったと聞い

ている。」と回答している。 

さらに、Ｆ会から提出された厚生年金加入一覧表の写しを確認したところ、



申立人から名前が挙がったＢ事業所の事業主については、厚生年金保険被保険

者記録が記載されているものの、申立期間について、Ｂ事業所の従業員に関す

る記録は記載されていない上、Ｆ会に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

(以下「被保険者名簿」という。)を確認したが、申立人がＢ事業所に同時に就

職したとして名前を挙げた同僚のほか、姓だけを記憶していた同僚についても

該当する記録は見当たらないことから、これらの同僚からＢ事業所における厚

生年金保険の適用状況及び同保険料の控除について確認することができない。 

一方、Ｃ事業所の事業主及び申立人がＣ事業所の同僚として姓だけを記憶し

ていた同僚３人のうち２人の同僚については、上述の厚生年金加入一覧表にお

いて記録が確認できるとともに、記載されている登録年月日は、被保険者名簿

に記載されている資格取得日とそれぞれ一致する。 

加えて、オンライン記録により、Ｃ事業所における３人の同僚及び被保険者

名簿により同会の被保険者であったことが確認できた８人の合計 11 人に照会

し９人から回答が得られたが、申立人がＢ事業所からＣ事業所に所属変更にな

った時期、Ｂ事業所についての厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除に

ついての供述は得られなかったところ、このうちの一人は「当時、Ｆ会に加入

する基準及び要件については、事業所の事業主の判断で行っていたと思う。」

と供述している。 

これらのことを踏まえると、当時、Ｂ事業所では、従業員については厚生年

金保険に加入させておらず、Ｆ会に対する同保険の加入依頼も行っていなかっ

たものと考えるのが妥当である。 

その上、申立期間について厚生年金保険料が事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の関連資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2336 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年９月ごろから 29年２月ごろまで 

    昭和 26年９月ごろから結婚退職する 29年２月ごろまで、Ａ市にあったＢ

社からＣ市のＤ社に出向し勤務していた。当時、Ｄ社で一緒に勤務していた

友人もおり、勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚及び出向先の元従業員の供述から判断すると、期間の特定はでき

ないが、申立人がＢ社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、当該事業所は昭和 59年１月 11日に厚生年金保険の適用事業

所に該当しなくなっている上、申立期間当時の事業主も所在が不明であること

から、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認することが

できない。 

また、オンライン記録によると、当該事業所は、昭和 31年 12月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっていることから、申立期間については、厚生年金

保険の適用事業所に該当していなかったことが確認できる上、オンライン記録

により、申立期間において当該事業所に勤務し、所在が確認できた同僚３人に

当時の厚生年金保険料の控除について照会したが、当該事業所が厚生年金保険

の適用事業所に該当するまでの期間において、同保険料を給与から控除されて

いたことをうかがわせる供述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、厚生年金保険料が給与

から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で



きる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2337 

            

第１ 委員会の結論                              

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等                              

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月１日から 40年７月２日まで 

             ② 昭和 41年２月１日から 43年７月 26日まで 

    厚生年金保険の加入記録について確認したところ、申立期間①及び②につ

いては、昭和 43年 12 月 24日に脱退手当金として支給済みであるとされて

いる。 

しかし、脱退手当金を請求したことも受給したこともないので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立期間①及び②に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、両申立

期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 43年 12月 24日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、両申立期間の事業所を退職後、国民年金の強制加入期間が

あるにもかかわらず昭和 61 年３月まで国民年金に加入しておらず、年金に対

する意識が高かったとは考え難い上、「すぐに再就職しようとは考えていなか

った。」と供述しており、退職時に脱退手当金を請求することに不自然さはう

かがえない。 

      さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2338                     

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 22年７月 16日まで 

厚生年金保険の加入記録について確認したところ、申立期間は脱退手当金

が支給済みとなっている。 

当時は再就職することを考えており、脱退手当金は受け取らないと決めて

いた。 

脱退手当金を請求したことも、受け取ったこともないので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者台帳の保険給付欄に「脱退手当金」のスタン

プが押され、支給年月日及び支給金額が記録されていることが確認できること、

申立人の脱退手当金の支給額に誤りが無い上、厚生年金保険被保険者資格の喪

失日から６か月後に支給決定されていることが確認できることから、脱退手当

金の支給決定に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、「脱退手当金の制度は知っていたものの、再就職するので

脱退手当金を請求する考えはなかった。」と主張しているが、申立期間の８か

月後に婚姻してからその後昭和 52年 12月まで就職した形跡が見当たらない。 

さらに、申立人の脱退手当金は昭和23年１月16日に支給決定されているが、

当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が

なければ年金は受給できなかったのであるから、申立期間の事業所を退職後、

52年 12月まで厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給する

ことに不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金



を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2339 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年５月から 38年 12月 26日まで 

             ② 昭和 40年５月から 41年５月まで 

申立期間①は、Ａ社Ｂ営業所及び同社Ｃ営業所で勤務し、また、申立期間

②は、Ｄ社で勤務していたが、両期間とも厚生年金保険の加入記録が無い。

両事業所で間違いなく勤務し、厚生年金保険料が控除されていたと思うので、

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名簿」

という。）により、申立期間①に厚生年金保険被保険者資格を取得してい

たことが確認できる者の供述により、時期及び期間は特定できないが、申

立人が同社で勤務していたことが推認できる。 

  しかしながら、当該事業所に照会したところ、「申立期間当時の人事記録

及び賃金台帳等の書類が保管されておらず、また、厚生年金保険の事務を

担当していた者など当時の厚生年金保険の適用などについて説明できる者

がいない。」と回答しており、申立人の同社における勤務実態及び厚生年

金保険の適用状況について確認できない。 

  また、被保険者名簿により、申立期間①及びその前後の期間において厚生

年金保険被保険者記録が確認でき、かつ生存及び連絡先が判明した 23人に

照会したところ、「申立期間当時、会社は１年間ぐらい勤務状態をみた上

で正式に採用するか否かを判断して、厚生年金保険に加入させていた。」、

「入社後１年から３年ぐらい正社員になれず、その間、会社は厚生年金保

険に加入させていなかった。」など、９人が、入社してから数か月から５

年までの期間は厚生年金保険に加入していなかったと供述している。 



  さらに、被保険者名簿において、申立期間①の被保険者資格取得者の中に

申立人の氏名は無く、一方、健康保険の整理番号にも欠番は認められない

ことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

２ Ｄ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）

により、申立期間②に厚生年金保険被保険者資格を取得していたことが確

認できる者の供述により、時期及び期間は特定できないが、申立人が同社

で勤務していたことが推認できる。 

  しかしながら、当該事業所に照会したところ、「申立期間当時の人事記録

及び賃金台帳等の書類を調べたが、申立人の氏名が見当たらず、また、厚

生年金保険の事務を担当していた者など当時の厚生年金保険の適用につい

て説明できる者がいない。」と回答しており、申立人の当該事業所におけ

る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認できない。 

  また、被保険者原票により、当該事業所において申立期間②及びその前後

の期間において厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認でき、

かつ、生存及び連絡先が判明した者 16人に照会したところ、「当時、会社

に採用されてから５か月ぐらいの試用期間があった。その間、厚生年金保

険に加入させていなかった。」、「当時、入社して一定期間が経過してか

ら本採用になった。本採用になるまでは厚生年金保険に加入させてもらえ

なかった。」など、３人が、入社してから５か月から 10か月までの期間は

同保険に加入していなかったと供述している上、このうち一人は、「当時、

厚生年金保険に加入していない従業員がいた。」と供述している。 

  さらに、申立人の申立期間②に係る雇用保険の被保険者記録は存在しない。 

  加えて、当該事業所に係る被保険者原票により、申立期間②の被保険者資

格取得者の中には申立人の氏名は無く、一方、健康保険の整理番号にも欠

番は認められないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

３ 申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を各

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2340 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年から 45年まで 

             ② 昭和 42年から 45年まで 

             ③ 昭和 42年から 45年まで 

             ④ 昭和 42年から 43年まで 

             ⑤ 昭和 42年から 44年まで 

    申立期間①はＡ社に、申立期間②はＢ社に、申立期間③はＣ社に、申立期

間④はＤ社に、申立期間⑤はＥ社に勤務しており、それぞれの事業所で厚生

年金保険に加入していたと思うので、各申立期間について、厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、Ａ社は、申立人が勤務し

ていたとするＦ県Ｇ市において昭和 44年９月１日から 47年 10月１日まで

の期間、Ｈ県Ｉ市において 47年 10月１日から 60年２月 26日までの期間、

それぞれ、厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できるが、44 年

９月１日より前の期間は、適用事業所に該当していなかったことが確認でき

る。 

また、当時の事業主に照会したが、協力を得ることができないため、申立

期間①における申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確

認することができない。 

  さらに、申立人は、一緒に勤務していた同僚の名字のみしか記憶しておら

ず、これらの者を特定することができないことから、オンライン記録により、

当該事業所において厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる者

９人に照会したところ、回答があった６人全員が、「申立人については分か



らない。」と述べており、申立人の申立てに係る供述を得ることができない。 

  加えて、雇用保険の被保険者記録においても、申立期間①に係る申立人の

加入記録は存在しない。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人の申立期間①の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、オンライン記録によると、Ｂ社は昭和 45年 10月７

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、それ以前は適用事業所に該当

していなかったことが確認できる。 

また、当該事業所は、昭和 52年 12月 31日に厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなっており、当時の事業主に照会したが、協力を得ることがで

きないため、申立期間②における申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用

状況について確認することができない。 

さらに、申立人は、当該事業所において一緒に勤務していた同僚の名前を

記憶していないことから、オンライン記録により、当該事業所において厚生

年金保険の被保険者であったことが確認できる者４人に照会したところ、回

答があった二人のうち一人は、「申立人については分からない。」と述べてお

り、 他の一人は、「私は、経理事務関係を担当していた。申立人は正社員で

はなく現場作業員で日給者であった。勤務期間は半年程度であった。」と述

べているものの、厚生年金保険の適用及び保険料の控除について確認できる

供述を得ることはできない。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、申立期間後の昭和

49年 11月６日から 50年６月 26日までの期間について、当該事業所におい

て被保険者であったことが確認できるものの、当該期間においても、健康保

険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は記載されていない。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間②の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間③について、オンライン記録によると、Ｃ社は昭和 28年 10月１

日から 29年 11月１日までの期間、厚生年金保険の適用事業所であったこと

が確認できるが、申立期間③当時は適用事業所に該当していなかったことが

確認できる。 

  また、商業登記簿謄本によると、当該事業所は昭和 46年 10 月 20日に閉

鎖している上、当時の事業主は所在不明であるため、申立期間③における申



立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認できない。 

  さらに、申立人は、当該事業所において一緒に勤務していた同僚の名前を

記憶していないことから、申立人の申立てに係る供述を得ることができない。 

  加えて、雇用保険の被保険者記録においても、申立期間③に係る申立人の

加入記録は存在しない。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間③の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

４ 申立期間④について、申立人が勤務していたとするＤ社は、オンライン記

録において、同事業所名及び類似の名称等での確認を行ったものの、厚生年

金保険の適用事業所としての記録が無く、同事業所の所在地を管轄する法務

局にも商業登記の記録は無い。 

また、Ｊ業協会に照会したが、当該事業所が加入した実績は無いとの回答

であり、当該申立てに係る事業所の存在が確認できない。 

さらに、申立人は、当該事業所において一緒に勤務していた同僚の氏名を

記憶していないことから、申立人の申立てに係る供述を得ることができず、

当該事業所における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除の事実につ

いて確認することができない。 

加えて、雇用保険の被保険者記録においても、申立期間④に係る申立人の

加入記録は存在しない。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人の申立期間④の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

５ 申立期間⑤について、オンライン記録によると、Ｅ社は、昭和 63 年 10

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間⑤当時は適用事

業所に該当していなかったことが確認できる。 

  また、商業登記簿謄本によると、当該事業所の設立年月日は、昭和 54 年

４月２日であることが確認できる上、設立当時の事業主は既に死亡しており、

申立人の申立てに係る供述を得ることができない。 

さらに、申立人は、一緒に勤務していた同僚の名字のみしか記憶しておら

ず、当該同僚を特定することができないことから、オンライン記録により、

当該事業所において厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる者

３人に照会したところ、回答があった一人（事業主の妻）は、「申立人の勤

務期間は不明であるが、Ｅ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 63



年 10月より前の期間に勤務していた。会社設立（昭和 54年４月）以前は、

Ｋ社を経営していたが、申立人は、Ｋ社では勤務していない。」と述べてい

る。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、当該事業所におい

て、昭和 54年４月２日から同年４月 30日までの期間、昭和 55 年５月１日

から同年 11月 30日までの期間及び 56年７月 17日から同年 10月 18日まで

の期間について、被保険者であったことが確認できる。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人の申立期間⑤の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

６ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る厚生年金保

険料を、各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 



北海道厚生年金 事案 2341 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 26年４月から 33年５月まで 

中学校を卒業した昭和 26年４月にＡ社にアルバイトとして採用され、初

めＢ業務に従事した後、33 年５月に結婚するまで同社のＣ工場に勤務して

いたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に採用された経緯及び退職した経緯に関する供述が具体的で

あること、及び同社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下「被

保険者名簿」という。）により、申立期間当時、同社で厚生年金保険の被保険

者であったことが確認できる複数の者が、「申立人は、当時、Ａ社に勤務して

いた。」と供述していることから判断すると、申立人が、申立期間において同

社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に照会したところ、「申立期間当時、アルバイト、臨時

職員等の正職員以外の者は厚生年金保険に加入させていなかったが、当社が保

管する当時の正職員に係る人事記録において、申立人の氏名には該当が無い。

また、厚生年金保険に加入させていない者の給与から同保険料を控除すること

は無かった。」と回答しており、申立人の主張を裏付ける供述や資料は得られ

なかった。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚二人のうち一人

は既に死亡しているほか、申立人が申立人の姉の同級生であったとする他の一

人については、当該事業所の被保険者名簿によれば、当該事業所で厚生年金保

険の被保険者であった形跡が無い上、個人を特定することができず、これらの



者から申立人に係る同保険の適用状況について確認することはできない。 

さらに、オンライン記録により、申立期間当時、当該事業所で厚生年金保険

の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認された者７人に照会

したところ、回答があった５人のうち、当時、Ｄ部長であったと供述する者を

含む３人は、いずれも、「当時はアルバイト、臨時職員等の正職員以外の者は

厚生年金保険に加入させていなかった。」との当該事業所の回答を裏付ける供

述を行っていることを踏まえると、当時、当該事業所では、アルバイト等の正

職員以外の者は厚生年金保険に加入させない取扱いがあったものと考えるの

が妥当である。 

一方、上述の申立人の同僚二人のうち、申立人が当該事業所のＣ工場で一緒

に勤務していたとする者については、当該事業所の被保険者名簿により、当該

事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認できるが、前述の厚生年

金保険被保険者３人のうち１人の供述によれば、同人は、当該Ｃ工場の前身で

あったＥ社の社員であったところ、同社が当該事業所に買収されたことにより

当該事業所の正職員となったものであることが判明したことから、申立人とは

立場が異なっていたものと考えられる。 

加えて、当該事業所に係る被保険者名簿においては、申立人の氏名は無く、

一方、同名簿において健康保険の整理番号に欠番が見られないことから、申立

人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2342 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 47年 12月から 49年 10月まで 

申立期間はＡ社に勤務し、Ｂ作業に従事していたが、厚生年金保険の加入

記録が確認できない。当時の社長は既に死亡しているが、その妻とは今も交

流があり、同人は厚生年金保険を受給していると聞いている。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社の代表取締役の妻から借用したとする同社の設立関係資料の

写しから判断すると、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務して

いたことは推認できる。 

しかしながら、事業所名簿によると、当該事業所が厚生年金保険の適用事業

所に該当していた形跡は無い上、代表取締役の妻に照会したものの、回答は得

られず、当該事業所に係る厚生年金保険の適用状況について確認することはで

きなかった。 

また、オンライン記録によれば、当該事業所の代表取締役は、申立期間を含

む昭和 47年 10月１日から 49年５月 20日までの期間において当該事業所とは

異なる「Ｃ社」で厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる。 

さらに、当該代表取締役の妻は、オンライン記録によると、昭和 39 年５月

25 日以降、厚生年金保険の被保険者であった形跡が無い一方で、申立期間を

含む40年４月から61年３月までの期間において国民年金に加入するとともに、

その保険料をすべて納付していることが確認できる上、このうち 47年 10月１

日から49年５月20日までの期間においては国民年金に任意加入していること

が確認できることから、同人が受給している年金給付は、申立期間当時の厚生



年金保険被保険者期間に係るものではないと認められる。 

加えて、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚については、

オンライン記録によると、昭和 35年 10月 20日以降、厚生年金保険の被保険

者であった形跡が無いほか、申立期間において国民年金に加入するとともに、

当該期間のうち 49 年４月から同年９月までの期間について同保険料の免除申

請を行っていることが確認できる一方で、同人に照会したものの回答は得られ

ず、当該事業所における厚生年金保険の適用状況について確認することはでき

なかった。 

その上、雇用保険の被保険者記録においても、申立人の当該事業所における

加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2343 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 40年４月１日から 45年４月１日まで 

昭和 40年３月に中学校を卒業後すぐに、同期生と共にＡ市Ｂ区にあった

Ｃ社に就職し、45 年３月まで住み込みで勤務していたが、厚生年金保険の

加入記録が確認できない。同社はＤ商品を扱う大きなＤ取扱店であり、健康

保険についても卸問屋であるＥ社の保険証を使用していたため、厚生年金保

険及び雇用保険にも当然加入していたはずである。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＣ社で一緒に勤務していたとする複数の同僚の供述から判断する

と、申立人が、申立期間において同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、事業所名簿によると、当該事業所が厚生年金保険の適用事業

所に該当していた形跡が無い上、オンライン記録によれば、当該事業所の事業

主も申立期間において同保険の被保険者であった形跡が無く、同人は既に死亡

していることから、当該事業所に係る厚生年金保険の適用状況について確認す

ることはできない。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚 10 人のうち、

個人を特定することができ、生存及び所在が確認された者３人に照会したとこ

ろ、このうち二人は申立期間において当該事業所に勤務していたと供述してい

る一方で、オンライン記録によると、いずれも当該期間において厚生年金保険

に加入していた形跡が無いほか、他の一人は「Ｃ社に勤務していたのは高等学

校卒業後すぐの昭和 34 年ごろからであり、申立期間当時は別の事業所に勤務

していた。」と供述している上、同人も当該事業所に勤務していたとする期間



において同保険に加入していた形跡が無く、これらの者から当該事業所に勤務

していた期間において給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうか

がわせる供述は得られなかった。 

さらに、申立人及び前述の同僚のうち複数の者が、「当時、Ｅ社の健康保険

証を使用していた。」と供述していることから、Ｅ社に照会したところ、同社

が保管するＦ健康保険組合台帳により、申立人が申立期間のうち昭和 40 年４

月１日から 45 年３月１日までの期間において同健康保険組合の組合員であっ

たことは確認できたものの、同社では、「Ｆ健康保険組合はＤ業界の健康保険

組合であるため、Ｄ取扱店の従業員を加入させていたものと考えられるが、政

府管掌健康保険とは異なり、Ｄ取扱店が、同組合員である者を必ず厚生年金保

険にも加入させたとは限らない。また、申立人は、当社と雇用関係にあった者

ではないため、当社で厚生年金保険に加入させることも無い。」と回答してお

り、申立人の主張を裏付ける資料や供述は得られなかった。 

加えて、Ｆ健康保険組合台帳により、申立期間において同健康保険組合の組

合員であったことが確認できる者３人についても、オンライン記録によれば、

当該組合員であった期間において厚生年金保険の被保険者であった形跡が無

いことが確認できる。 

その上、雇用保険の被保険者記録においても、申立人の当該事業所における

加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2344 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

   住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年８月 11日から５年８月 11日まで  

    平成４年８月 11日から５年８月 10日まで、Ａ社（現在は、Ｂ社）におい

てＣ職として勤務した。 

    当該事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したところ、加

入記録が無かった。 

厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立事業所の前職（Ｄ社）の雇用保険求職者給付に係る雇用保険受

給資格者証に記載されている就職年月日及び複数の同僚の供述から判断する

と、申立人が申立期間中にＡ社で勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、当該事業所では、「当時の資料が無く、申立人が厚生年金保

険に加入していたことは確認できない。」と回答しており、申立人の厚生年金

保険の適用状況について確認できない。 

   また、申立人は、「私は、Ａ社にＣ職として勤務し、同社ではＥ業務及びＦ

業務を担当していた。同社では、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険は同時

に加入させており、私のこれら保険の届出も自分で行った。」と供述している

が、申立人の当該事業所に係る雇用保険の被保険者記録は確認できない。 

   さらに、申立人は、「申立期間以前の平成４年１月に、前職のＤ社を退職し

た時、Ｇ健康保険組合の健康保険を任意継続し、１年分の健康保険料をまとめ

て納付していた。」と供述している上、申立人の後任のＣ職及び申立人が名前

を挙げた複数の同僚も、「申立人から、Ｇ健康保険組合の保険証を使っている

と聞いていた。」と供述していることから、申立人が当該事業所において健康

保険及び厚生年金保険の被保険者であったとは考え難い。 



   加えて、当該事業所は、申立期間中の平成５年４月１日にＨ厚生年金基金の

設立事業所となっているが、同基金の加入員記録によると、申立人の同基金に

おける加入員としての記録は確認できない。 

   その上、オンライン記録から、申立期間当時、当該事業所において厚生年金

保険の被保険者としての記録が確認できる同僚 15 人に照会し、このうち 11

人（申立人が名前を挙げた同僚４人を含む。）から回答を得たが、申立人の申

立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる供述を得ることはできな

かった。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2345 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 30年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 10月１日から 58年５月９日まで 

Ａ社からＢ社に移る時、間をおかずにすぐに勤めたはずなので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、申立期間において、Ｂ社（Ａ社と同一事業所）に継続して勤務し

ていたと主張している。 

  しかしながら、Ｂ社に照会したところ、「申立人は昭和 57年９月 30日に上

司と共にいったん退職し、58 年５月９日に再度入社した。」と回答している

上、同社から提出された雇用保険被保険者離職証明書（事業主控）によると、

申立人の離職年月日は昭和 57年９月 30日、離職理由は「自己都合による。」

と記載されている。 

また、申立人が名前を挙げた同僚５人に照会したが、回答のあった二人のう

ちの一人は「申立人は、一度退職した後、再び入社した。」と供述しており、

上記の申立人の上司であったとする他の一人は「私が退職した時に申立人が一

緒に辞めたかどうかは分からないが、申立人は、退職後は他社で働いていたと

思う。」と供述している。 

さらに、申立人のＢ社に係る雇用保険の被保険者記録と厚生年金保険の被保

険者記録の資格取得日及び資格喪失日（離職日の翌日）は、合致していること

が確認できる上、雇用保険の給付記録によると、申立人は申立期間において、

失業給付金を受給していることが確認できる。 

加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立期間

において、申立人は健康保険の任意継続被保険者になっていることが確認でき

る。   



このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から

控除されている事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



北海道厚生年金 事案 2346 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月から 42年３月 15日まで 

             ② 昭和 43年７月 30日から同年８月１日まで 

             ③ 昭和 43年８月１日から 45年３月６日まで 

    昭和 41年３月から 43年７月まではＡ社の社長宅、43年８月から 45年３

月まではＢ社の社長宅で、いずれも、住み込みでＣ職として勤務していたが、

申立期間が厚生年金保険の被保険者期間になっていないので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①及び②について、Ａ社の当時の事業主の妻及び娘からの供述か

ら判断すると、申立人は、同社の事業主宅において、Ｃ職として勤務してい

たことが推認できる。  

    しかしながら、上記の事業主の妻は、「申立人は、自宅のＣ職としての雇

用であり、会社の仕事はしておらず、通常、Ｃ職は、健康保険及び厚生年金

保険に加入させていなかった。」と供述しており、昭和 42年３月 15日から

43年７月 30日までの申立人のＡ社での厚生年金保険被保険者期間について

は、「申立人の何らかの事情により、夫が途中から健康保険及び厚生年金保

険に加入させたのではないか。」と供述している。 

    また、Ａ社の承継会社と思われる現在のＤ社から提供のあった同社の健康

保険厚生年金保険資格取得及び同資格喪失確認通知書（写し）により、同社

では､申立人に関する厚生年金保険の資格取得日を昭和 42年３月 15日、資

格喪失日を 43年７月 30日として届け出ていることが確認できる。 

    さらに、オンライン記録により、申立期間①及び②にＡ社において厚生年

金保険被保険者記録が確認でき、所在が判明した６人に照会したところ、二



人から回答があったが、いずれも「社長宅のことは分からず、申立人に記憶

が無い。」と供述している。 

    なお、申立人は､「昭和 43年７月に自己都合により､退職をした。」旨の供

述を行っている。 

  ２ 申立期間③について、Ｂ社の当時の事業主であった息子の供述から判断す

ると、申立人は、同社の事業主宅において、Ｃ職として勤務していたことが

推認できる。 

    しかしながら、オンライン記録により、申立期間③にＢ社において厚生年

金保険の被保険者記録が確認でき、所在が判明した５人に照会したところ、

４人から回答があったが、全員が、「申立人に記憶が無い。」と供述しており、

その中の一人が名前を挙げた他の同僚は、「私も社員になる前に社長宅でＣ

職として勤務していたが、その期間は厚生年金保険に加入しておらず、同社

の社員になってからこれに加入した。」と供述している。 

また、Ｂ社の経理担当であった者は、「登録された社員の中に申立人は見

当たらない。」と供述している。 

  ３ すべての申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も

厚生年金保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶がな

い。 

このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2347 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年 10月 21日から 36年１月５日まで 

 昭和 34年 10月 21 日から 36年６月 21日までＡ社に勤務していたが、申

立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことは納得ができない。年金記録の

訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の申立期間当時の事業主の供述から判断すると、期間は特定できないも

のの申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

また、申立人が名前を挙げた同僚３人及びオンライン記録により申立期間当

時Ａ社において厚生年金保険の被保険者であったことが確認できた８人の計

11 人に照会したところ、７人から回答が得られたが、そのうち、申立期間中

の昭和 35年５月 1日に同社で厚生年金保険被保険者の資格を取得し、37年１

月まで厚生年金保険被保険者資格が継続している同僚一人は、｢古いことで断

言はできないが、私が入社した時は、申立人はいなかったと思う。｣と供述し

ている上、当該同僚が名前を挙げた同僚は、当該事業所の厚生年金保険事業所

被保険者名簿に名前が記載されていない。 

さらに、その他の６人の同僚（申立期間当時、Ｂ業務を担当していた同僚二

人を含む。）は「申立人についての記憶が無い。」と供述しており、申立人の

勤務実態等について供述を得ることができなかった。 

 加えて、Ａ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によれば、申立

期間において厚生年金保険被保険者資格取得者には申立人の名前は無く、健康

保険の整理番号にも欠番は認められないことから、申立期間に係る申立人の記

録が欠落したものとは考え難い。 

  その上、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から



控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年

金保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 

         このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で 

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2348 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月１日から同年 11月１日まで 

昭和 31年４月１日から同年 11月１日まで、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所において、

事務補助員としてＤ業務に就いていた。勤務に際し、当時の上司から健康保

険証及び厚生年金保険証書を手渡された記憶があり、厚生年金保険に加入し

ていたと記憶しているので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の供述及びＥ局が保管している申立人の人事記録から判断すると、申立

人は申立期間にＡ省Ｂ局Ｃ事業所に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所を含め県内にお

ける事業所及びＡ省Ｆ局（当時）が申立期間当時に厚生年金保険の適用事業所

であったことが確認できない。 

また、Ｅ局は、「当時の厚生年金保険の適用事業所に係る通達等の書類が無

い。」と回答している。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚は「申立期間当時、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所で

は、事務補助員として勤務していた者は申立人しかおらず、その他の者は正職

員であった。また、申立人の採用時に、上司から預かった書類を申立人に渡し

た記憶はある。Ｄ業務の仕事柄、健康保険証は必要であったので、その書類が

健康保険証であったと思うが、詳細は覚えていない。」と供述していることか

ら、申立人と同じ雇用形態の同僚について厚生年金保険の適用状況について確

認できない。 

加えて、申立期間に申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


